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研究の概要 
本研究では、環境に存在する電波を利用して起電・通信が可能な WiFi や RFID ベースのバッ

クスキャッター通信技術と 3D プリンタを用いた電子回路設計技術を併用して、ヒトやモノの
状況認識に適用可能なバッテリレスの受動型 IoT センシングデバイスを作製し、それらの受動
型 IoT デバイス網を用いた状況認識システムの設計開発支援環境を開発する。 

研 究 分 野：情報ネットワーク 

キ ー ワ ー ド：IoT、状況認識技術、センシング、エナジーハーベスト、無線通信 

１．研究開始当初の背景 
近年 IoT や無線通信、AI・ビッグデータを

活用した「超スマート社会」の実現を目指し
た様々な研究開発が進められている。IoT の
活用には、バッテリレスでメンテナンスフリ
ーな IoT デバイス（以下、「受動型 IoT デバイ
ス」と呼ぶ）の普及が重要である。一般に IoT
デバイスにおけるセンシング、計算、通信の
処理の中で通信に要する電力が非常に高く
（センシングは数十 μW オーダ、無線通信は
数mW〜数百mWオーダの電力を消費する）、
IoT デバイスのインターネット接続のキーと
なる技術は超低消費電力の通信方式の普及
である。近年、数 Mbps で数十メートルの距
離で送受信可能な Wi-Fi ベースのバックスキ
ャッター通信技術（十 μW 程度の消費電力）
や数メートルの距離からデータの送受信が
可能な RFID 通信技術が開発されつつある。
また、環境発電で得られた電力のみを用いた
センシング素子や、人の行動把握のための低
消費電力センシング技術も考案されてきて
いる。しかし、バックスキャッター通信をベ
ースにした既存センシング技術の多くが、対
象地点における人の存在や移動の有無など
比較的単純な状況認識技術に留まっている。 

 
２．研究の目的 
本研究では、受動型 IoT デバイス網でのア

プリケーション層と物理層のクロスレイヤ
ーの知識を活用したり、複数の受動型 IoT デ
バイスを用いた機械学習機構を構築したり
することにより、ヒトやモノの高度な状況認
識技術を創出することを目指す。また、WiFi

や RFID ベースのバックスキャッター通信技
術と 3D プリンタを用いた電子回路設計技術
を併用して、ヒトやモノの状況認識に適用可
能なバッテリレスの受動型 IoT センシングデ
バイス（人感センサ、加速度センサ、カメラ、
温度計など）をカスタムメイドで作製し、実
用目的に適用可能なヒトやモノの状況認識
技術を創出・実証するとともに、それらの受
動型 IoT デバイス網を用いた状況認識システ
ムの設計開発支援環境を開発することを目
指す（図１）。 

 
図１  ヒト・モノの状況認識のイメージ図 
 
３．研究の方法 
バックスキャッター通信は、既存の WiFi

などの搬送波に対して、バックスキャッタ
ーデバイス上で搬送波を周波数⊿f で反
射・吸収させ変調をかけることで、0/1 の
ビットを送る無線通信方式である（図２）。
本研究ではそのためのバックスキャッター
デバイスを開発すると共に、バックスキャ 
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図２ バックスキャッター通信 
 

ッター通信で得られた情報を既存 IEEE 
802.11 互換フレームとして送受信可能なソ
フトウェア無線機（通常の WiFi とバック
スキャッター通信を仲介する無線アクセス
ポイント）を開発した。このソフトウェア
無線機では、MAC 層に既存の通信プロト
コルとバックスキャッター通信が共存可能
なプロトコル・スタックを開発することで、
バックスキャッター通信で得られた情報を
既存の IEEE 802.11 互換フレームとして送
受信できるようにしている。さらに、２本
のアンテナで同じ信号を受信することで位
相差が取得可能になり、バックスキャッタ
ーデバイスの相対的な動きがリアルタイム
に分かるようになっている。また、通信パ
ケット全体の生信号を取得することができ
るため、位相を用いた高精度な測距が実現
可能である。従って、開発したソフトウェ
ア無線機を対象領域に複数設置し、バック
スキャッターデバイスまでの距離を推定す
ることで、デバイスの位置を高精度に判定
できるようになった。各バックスキャッタ
ーデバイスにおいて、異なる周波数⊿f で
反射・吸収状態を切り替え、デバイス固有
の周波数シフトを発生させたり、符号化に
より ID そのものを発信させたりすること
で、複数のバックスキャッターデバイスが
共存する環境でも、それらのバックスキャ
ッターデバイスの ID が分かるようになり、
対象領域に複数のバックスキャッターデバ
イスが存在する場合のデバイスの区別が可
能になると共に、比較的高精度に各デバイ
スの位置推定ができるようになった（誤差
1m 程度）。今後、高精度な時刻同期などの
工夫によりさらなる精度向上の余地がある。 
さらに、ドアの開閉やスリッパの歩行で

の足圧の変化、着座の圧力変化、温度変化
による抵抗値の変化などを検知可能なバッ
クスキャッターデバイスを開発した。 
 
４．これまでの成果 

本提案研究のコンセプトや将来ビジョン
について、IEEE の分散システムに関する国際
会議 IEEE ICDCS 2019 でビジョン論文として
発表している[1]。ヒトやモノの状況把握技
術の創出に関しては、コロナ禍で実際にヒト

を介した電波伝搬状況などのデータ収集が
難しくなったが、文献 [2,3] でバックスキ
ャター通信等を用いたヒトやモノの状況認
識技術の発表を行い、文献[4]で無線センシ
ングに関するサーベイ論文を招待論文とし
て執筆している。また、今回のコロナ禍への
対応として、３密回避やプライバシーを考慮
した発熱者の秘匿検知などのセンシングの
仕組みを考案し、IEEE の Internet of Things 
Magazine誌のCOVID-19特集号で発表した[5]。   
 
５．今後の計画 
今後は、ヒトやモノの状況認識に適用可能

な(i)高齢者の見守り、(ii)スポーツ選手の活動
把握、(iii)移動軌跡推定、(iv)人間関係把握の
ためのソシオグラム構築、(v)風力変動把握、
(vi)空調管理、などに活用可能な状況認識技術
を創出するとともに、三密回避や発熱者の発
見などコロナ禍でのニューノーマルな生活
環境の構築に活用可能な様々な状況認識シ
ステムを構築できるよう、受動型 IoT デバイ
ス網を用いた状況認識システムの設計開発
支援環境を開発することを考えている。 
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